
都市公園と社会教育施設の管理運営に関する⺠間活⼒導⼊可能性調査
（調査対象箇所︓山口県宇部市ときわ公園） 【調査主体】 山口県宇部市

調査対象事業の概要／施設の概要

令和６年度 ⺠間資⾦等活⽤事業調査費補助事業

検討経緯等

事業化に向けて解決すべき課題及び検討すべき内容

ときわ公園は、1698年頃に灌漑⽤として築堤された⾯積約100haの常盤湖を中心
とした⾯積189haの総合公園であり、1925年に⼟地を市に寄贈されたことで都市公園
として開設されました。

ときわ公園には、「ときわ動物園」「緑と花と彫刻の博物館」「⽯炭記念館」「湖水ホー
ル」「多目的広場・サッカー場」「ときわ少年キャンプ場・ときわ湖畔の北キャンプ場」など、
多種多様な施設が整備されています。加えて、世界で最も歴史ある野外彫刻の国際コ
ンクールである「UBE現代日本彫刻展」の会場として利⽤されているほか、周遊園路周
辺には四季折々の花が咲いています。

年間約70万⼈ほどの利⽤者がいるものの、公園全体の収支としては、約7億円の赤
字（2024年度）となっており、運営収支上問題があります。また、公園内に維持管理
・運営主体が多いことに加え、様々な契約手法が混在しており、公園全体で一体的な
魅⼒向上が図れていないといった問題があります。

 昭和44年〜平成20年︓⼊園者数約77.2万⼈⇒約37.5万⼈に漸減
 平成28年３⽉︓ときわ動物園リニューアルオープン
 平成29年４⽉︓世界を旅する植物館リニューアルオープン
 令和元年度 ︓⼊園者数が過去最⼤の約78.3万⼈を記録
 令和２年度 ︓⼊園者数が約54.8万⼈まで減少

※新型コロナウイルス感染症流⾏の影響
 令和４年３⽉︓ときわ公園活性化基本計画（第三次）の策定

※同計画では2026年度の目標⼊園者数を80万⼈に設定
 令和６年度 ︓令和６年度 文教施設における多様なPPP/PFIの

先導的開発事業における⺠間意向調査（ヒアリング調査）
 令和７年８⽉︓⺠間活⼒導⼊に関する庁内説明会
 令和７年９⽉︓⺠間意向調査（アンケート調査）
 令和７年12⽉︓⺠間意向調査（ヒアリング調査）

【課題①】管理・運営体制の改善
ときわ公園内の施設は、施設ごとに管理・運営主体が異なり、それぞれの運営方

針のもと施設が運営されています。また、イベントなども主体毎にバラバラに実施さ
れています。さらに、管理・運営に関する契約形態として、直営、指定管理者制度
、施設使⽤許可、設置管理許可など多様な手法が混在しており、宇部市との契
約関係が複雑で、非効率な状況となっています。
⇒管理運営に関わる主体の集約化や公園全体の管理・運営をマネジメントする

主体が必要。
【課題②】収支構造の改善

ときわ公園における主な収⼊源は駐⾞場使⽤料であり、利⽤者数の増加が収
⼊増に直接寄与する構造となっています。一方で、施設の多くが無料施設や500
円以下の低額で利⽤できる施設となっているほか、低未利⽤地・スペースが園内に
点在しており、収⼊源となる資源を活⽤しきれていない状況となっています。
⇒公園全体での一体的なプロモーションや既存施設の磨き上げにより、利⽤者数
の向上が必要。

⇒低未利⽤地・スペースの有効活⽤による新たな収⼊源の確保が必要。
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令和６年度 ⺠間資⾦等活⽤事業調査費補助事業

調査の流れ／調査内容 事業化検討

今後の進め方 想定される課題

都市公園と社会教育施設の管理運営に関する⺠間活⼒導⼊可能性調査
（調査対象箇所︓山口県宇部市ときわ公園） 【調査主体】 山口県宇部市

前提条件の整理

業務範囲の検討

⺠間意向調査
(アンケート調査・ヒアリング調査)

事業スキームの具体化

事業効果の検証

総合評価・⺠間活⼒導⼊
に向けた課題の整理

令和８年４⽉以降にときわ公園における⺠間活⼒導⼊を進めるかについて、庁内
で決定したのちに、令和８年、令和９年で事業者募集・選定を実施することを想定
しています。

令和10年以降に順次⺠間事業者による施設の管理運営に移⾏することを想定
して事業化を進めます。

【既存施設の⼀体管理を実現する上での課題】
・管理・運営業務の契約期間が施設によって異なるため、事業者募集にあたり、既存
施設の管理・運営業務の契約期間の変更や契約更新を実施しないことについて、既
存事業者の同意を得る必要があります。

・専門性の高い施設を業務範囲に含むと、コンソーシアム組成の難易度が上がります。
・適正なサービス対価（指定管理料）の算出
【⺠間収益事業を実現する上での課題】
・Park-PFI方式を実施する場合、事業対象敷地や公募対象公園施設、特定公園
施設などの詳細を決定する必要があります。

アンケート調査（対象企業数︓25社）
・望ましい事業手法や参画意向を把握
ヒアリング調査（対象企業数︓9社）
・既存施設の維持管理・運営、全体マネジメント業務
、プロデュース業務への対応可能性の高さを把握

⇒専門性の高い施設を業務範囲に含むと、コンソーシ
アム組成が困難な可能性があることを把握。

・既存施設の維持管理・運営手法への対応可能性や
課題について把握

⇒ コンセッション方式（サービス対価付き）は、収益
性の不確実性が高い中での⻑期契約をリスクと捉
える事業者が多く、不適であることを把握。

・⺠間収益事業への実施可能性の高さを把握
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歴史・文化・芸術などの魅力向上エリア
（緑と花と彫刻の博物館・石炭記念館など）

健康増進・憩いなどの魅力向上エリア
（多目的広場、キャンプ場等など）

人・動物や世代間の交流に関する魅力向
上エリア（遊園地、動物園等など）

指定管理者制度

活動団体
活動支援
管理許可
行為許可

例）
・宇部市ふるさとコンパニオンの会
・ときわ公園フリーマーケット事務局
・山口ゆめ花大道芸

民間意向調査

事業効果の検証

①既存施設の利⽤料⾦収⼊のシミュレーション、指定
管理導⼊によるPSCとPPP-LCCの比較により、全体
収支が、33,480千円／年が改善することを試算。

②魅⼒向上による効果検討について、利⽤満⾜度、
消費額、経済波及効果などを評価指標として設定。

（提供的評価）利⽤満⾜度︓利⽤者満⾜度調査
地域経済波及効果︓事業に参画した地元企業数

総合評価・課題

○事業スキーム
・複数の管理運営主体の集約化に向け、⺠間事業者の⾃由度
が高いコンセッション方式の導⼊を追求したが、⺠間意向を踏ま
え、一般的手法で⺠間事業者のリスクが低い指定管理者制度
を採⽤。

・公園の魅⼒向上や新たな収益源確保のために、⺠間収益事
業（Park-PFI方式 or 設置管理許可）を上記と合わせて
採⽤。
○業務範囲
・既存施設の管理運営は原則専門性の高い施設を除き、同一
事業者により実施。加えて、公園全体のマネジメントやプロデュ
ース業務を併せて実施。

⇒複数の事業者間の調整が難しいことが課題。
・⺠間収益事業は、上記の事業者が併せて実施。
・指定管理者となる主体としては、①⺠間事業者によるコンソーシ
アム、②市が出資する一般社団法⼈の2パターンを想定。

年度 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

PPP/PFI
方式

導入
可能性
調査

事業者募集・選定 維持管理・運営
⺠間収益施設の場合、設計・建設を含む


